
町田都市計画地区計画の変更（町田市決定） 

都市計画木曽山崎地区地区計画を次のように変更する。      

名   称 木曽山崎地区地区計画 

位   置※ 

町田市木曽東四丁目、木曽町字十号、本町田字十五号、字十六号、字十八号、字十九号、字乙一号、 

字乙三号、字乙四号、山崎一丁目 、山崎町字八号、字九号、字十号、字十三号、字十四号、字十五号、 

字十六号、字十七号及び字十八号各地内 

面   積※ 約１０７．１ｈａ 

地区計画の目標 

 本地区は、町田駅から北へ約３ｋｍに位置し、高度成長期の住宅不足に対処するために「木曽山崎一団地の住

宅施設」の都市計画に基づき、住宅建設とあわせて、道路、公園、学校施設などの公共施設が一体的に整備され

た地区である。 

 団地建設から５０年近くが経過し、緑豊かで良好な住環境が保たれている一方で、少子高齢化に伴う小中学校

の廃校、にぎわいや活気の低下など、まちの活力低下が懸念されるとともに、施設の老朽化や住民ニーズの変化

への対応が求められている。 

 「町田市木曽山崎団地地区まちづくり構想」においては、まちづくりの目標として「新しい魅力と人の和を生

む団地再生まちづくり」を掲げ、まちづくりの方向性として、①安心して暮らせるまちづくり、②楽しく交流で

きるまちづくり、③利便性の高いまちづくり、④周辺から訪れたくなる魅力のあるまちづくり、⑤環境を考えた

まちづくりを目指すことが示されている。 

また、旧忠生第六小学校は「まちだの中学校給食センター計画」において、中学生たちに美味しい給食を届け

るとともに、地域の幅広い世代が、食を通して健やかな暮らしを送ることに貢献できる給食センターの整備が位

置付けられている。 

これらを踏まえ、本地区は、建物の更新や住環境の再整備など、段階的なまちづくりを推進し、防災・防犯体

制の強化、住民ニーズを踏まえた公共公益施設等の適切な機能更新などにより、多様な世代が交流し、すべての

居住者にとって暮らしやすい生活サービスや公共交通の充実を図り、地区内外の誰もが健康な暮らしを送ること

ができる魅力と緑豊かでゆとりある住環境を実現し、持続的な地区の活性化と、住民がいつまでも安心して住み

続けられるまちの形成を目標とする。 
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 以下に示す方針では、既存の建物を有効活用した商業機能の活性化と学校跡地の活用により地域コミュニティ

の再構築など、生活に必要な機能の改善を図るものとする。 

 なお、社会状況の変化に応じてまちづくりを推進する際には、地区計画の目標の実現に向けて以下の方針等を

見直すものとする。 

土地利用の方針 

 本地区を「住宅地区」、「商業にぎわい地区」、「公共・公益施設地区」、「健康増進関連拠点地区」に区分

し、それぞれの土地利用の方針を次のように定める。 

１「住宅地区」 

  多様なライフスタイルに対応した中層の共同住宅を中心とする緑豊かな地区とし、若年世帯や子育て世帯 

など様々な世代の居住を推進する。また地区内の公共公益施設等は、社会状況の変化や住民ニーズを踏まえ、 

必要に応じて適切な機能更新を図る。 

２「商業にぎわい地区」 

  地区周辺を含めた生活中心地としてふさわしい魅力とにぎわいの向上に資する商業機能、多世代が安心して 

暮らせるための生活支援サービス機能及び居住機能が複合する土地利用を図る。 

３「公共・公益施設地区」 

  学校跡地等を活用し、防災主要拠点、文化関連拠点、教育関連拠点等の地域の拠点機能や、子育て支援施設 

等の導入を図り、地区内だけでなく周辺地区も視野に入れた公共・公益関連機能としての土地利用更新を図 

る。 

４「健康増進関連拠点地区」 

 小学校跡地を活用し、中学校給食センター及び体育館を整備し、中学校に給食を提供するだけでなく、地域に

住む幅広い世代の人々が、食とスポーツを通して健やかな暮らしを送ることに貢献できる健康増進関連拠点とし

て、土地利用更新を図る。 

地区施設の整備の 

方針 

１ 地域の道路ネットワーク構築のため区画道路を配置する。また、地域の防災性の維持・向上、憩いの場・コ 

ミュニティ活動の場として公園、緑地を配置し、既存樹木の保全や新たな緑化に努める。 

２ 健康増進関連拠点地区には、周辺の良好な住環境に配慮し、環境緑地及び広場状空地等を配置する。 

建築物等の整備の 

方針 

 地区の目標にあった土地利用や市街地環境の形成を図るため、建築物等の用途の制限、建築物の容積率の最高

限度、建築物の建蔽率の最高限度、建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物等の高さの最高限

度を定める。 
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種  類 名     称 幅     員 延     長 備     考 

道  路 

区画道路１号※ １１．０～１５．０ｍ 約１，２５０ｍ 既設 

区画道路２号※ １０．０～１２．０ｍ 約８２０ｍ 既設 

区画道路３号※ 

５．０～１２．０ｍ 

（全幅員１０．０～ 

１２．０ｍ） 

約６９０ｍ 既設 

区画道路４号※ １２．０ｍ 約４９０ｍ 既設 

区画道路５号※ 

４．０～８．０ｍ 

（全幅員８．０～ 

１０．０ｍ） 

約８６０ｍ 既設 

公  園 

名     称 面     積 備     考 

公園１号 約３，５００㎡ 既設 

公園２号 約２，６００㎡ 既設 

公園３号 約５，７００㎡ 既設 

公園４号 約４，０００㎡ 既設 

公園５号 約１１，０００㎡ 既設 

公園６号 約１４，０００㎡ 既設 

公園７号 約２１，１００㎡ 既設 

公園８号 約２０，８００㎡ 既設（調整池含む） 

緑  地 

名     称 面     積 備     考 

１ 号緑地 約２０，４００㎡ 既設（調整池含む） 

２ 号緑地 約１５，０００㎡ 既設（調整池含む） 

３ 号緑地 約７，８００㎡ 既設（調整池含む） 

４ 号緑地 約１３，２００㎡ 既設（調整池含む） 

その他の公共空地 

名    称 幅    員 面    積 備    考 

環境緑地１号 ５．０～８．０ｍ 約９３０㎡ 
新設 

ただし、車両及び歩行者の

出入り口部分は除く 

環境緑地２号 ７．５ｍ 約４００㎡ 

環境緑地３号 １０．０～１５．０ｍ 約２，３８０㎡ 

広場状空地 面積 約９００㎡ 
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地区の 

区 分 

地区の

名 称 
住宅地区 商業にぎわい地区 公共・公益施設地区 健康増進関連拠点地区 

地区の

面 積 
約８７．７ｈａ 約７．４ｈａ 約１０．３ｈａ 約１．７ｈａ 

建築物等の用途の

制限 

 次の各号に掲げる建築物

以外の建築物は建築しては

ならない。 

１ 共同住宅 

２ 集会所 

３ 診察所、保育所、幼稚

園、児童厚生施設、老人

ホーム、身体障害者福祉

ホーム、老人福祉センタ

ーその他これらに類する

もの 

４ 店舗、飲食店 

５ 専ら防災のために設け

る備蓄倉庫 

６ 巡査派出所、公衆電話

所その他これらに類する

建築基準法施行令第１３

０条の４で定める公益上

必要な建築物 

７ 上記１、２、３、４の

建築物に付属するもの 

８ 市長が公益上必要な建

築物でやむを得ないと認

めたもの 

次の各号に掲げる建築物

は建築してはならない。 

１ 戸建て住宅 

２ 長屋 

３ 自動車教習所 

４ マージャン屋、ぱちん

こ屋、射的場、勝馬投票券

発売所、場外車券売場そ

の他これらに類するもの 

次の各号に掲げる建築

物は建築してはならな

い。 

１ 戸建て住宅 

２ 長屋 

３ 共同住宅 

 ただし、建築基準法施

行令第１３０条の５の４

第１項第一号で定める公

益上必要な建築物に付属

するものはこの限りでは

ない。 

１ 建築基準法第４８条第３

項の規定にかかわらず、次

の各号に掲げる建築物は建

築することができる。 

(1) 次に掲げる要件のすべ

てを満たす工場 

(ｱ)主として共同給食調理場

の用に供すること 

(ｲ)調理業務の用に供する部

分の床面積の合計が３，０

００㎡以内であること 

(ｳ)原動機の出力の合計が

２，５００ｋＷ以下である

こと 

(2) 町田市が設置する小学校

及び中学校の学校給食（以下

この号において「学校給食」

という。）により生じた廃棄物

のみを処理する処理施設で、

次のいずれかの用に供するも

の（その用に供する部分の床

面積の合計がそれぞれ５０平

方メートル以内のものに限

る。） 



 

   (ｱ)学校給食により生じた紙

製容器の再資源化（当該紙

製容器のうち有用なものの

全部又は一部を紙製容器の

原材料として利用すること

ができる状態にすることを

いう。） 

(ｲ)学校給食により生じた食

品残さの堆肥化 

(3) 体育館（体育館の用途

に供する部分の床面積の合

計が３，０００㎡以内のも

のに限る。） 

(4) 観覧場（客席の部分の

床面積の合計が２００㎡未

満のものに限る。） 

(5) 集会場 

(6) 事務所 

(7) 市長が公益上必要な建

築物でやむを得ないと認め

たもの 

２ 次の各号に掲げる建築物

は建築してはならない。 

(1) 一戸建ての住宅 

(2) 長屋 

(3) 共同住宅 

建築物の容積率の

最高限度 
１０分の８ 

建築物の建蔽率の

最高限度 
１０分の４ 



建築物の敷地面積

の最低限度 

５００㎡ 

ただし、市長が公益上必要なものでやむを得ないと認めたものはこの限りではな

い。 

５００㎡ 

ただし、専ら防災のために

設ける備蓄倉庫はこの限りで

はない。 

 

 
壁面の位置の制限 

 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線及び都市計画道路計画線

までの距離は計画図２に示す数値以上とする。ただし、市長が公益上必要なもの

でやむを得ないと認めたもの及びこの限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が次のいずれかに該当する場合は、この限りではない。 

１ 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３ｍ以下のとき 

２ 物置その他これに類する用途（自動車車庫を除く）に供し、軒の高さが 

２．３ｍ以下で、かつ、床面積の合計が５㎥以内のとき 

建築物の外壁又はこれに代

わる柱の面から道路境界線及

び隣地境界線までの距離は、

計画図２に示す数値以上とす

る。ただし、この限度に満た

ない距離にある建築物又は建

築物の部分が専ら防災のため

に設ける備蓄倉庫に該当する

場合は、この限りではない。 

建築物等の高さの

最高限度 
１５ｍ ２０ｍ ― ２０ｍ 

土地の利用に関する

事項 

 敷地内の既存樹木の保全を図り、敷地内緑化に努める。また、計画図２により壁面の位置の制限が定められて

いる道路に面する部分は、既存樹木の保全や緑化による連続的な緑の形成に努める。 

※は知事協議事項 

「区域、地区の区分、地区施設の配置及び壁面の位置の制限は計画図表示のとおり」 

理由：健康増進関連拠点に資する計画の具体化を踏まえ、地区内外の誰もが健康な暮らしを送ることができる魅力と緑豊かでゆとりある住環

境を実現し、持続的な地区の活性化と、住民がいつまでも安心して住み続けられるまちの形成を図るため、地区計画を変更する。 

 


